
米国の民事訴訟実務が，日本の訴訟実務と大

きく異なる点として，訴訟提起後，当事者が相

手方や第三者から訴訟に関連のある情報を広範

に収集することのできる証拠開示手続（ディス

カバリー）が挙げられる。ディスカバリーは，

米国の訴訟実務上，戦略的な面においても，コ

スト的な面においても，非常に大きな位置を占

めるものである。そして，企業における情報の

大部分が電子的に保存されている現在では，電

1 ．はじめに

子情報開示手続，すなわちＥディスカバリーを

効果的かつ効率的に行うことが重要となる。

本稿では，実際の手続の流れを追いながら，

Ｅディスカバリーをいかに行うべきかについ

て，訴訟当事者にとって大きな関心事であるコ

スト面についてもフォーカスを当てつつ，具体

的事例を挙げながら考察する。

ディスカバリーとは，トライアル前のあらゆ

る情報開示方法の総称である。それには，文

書・証拠の提出，質問書（Interrogatories），

証言録取（D e p o s i t i o n），事実の承認

（Requests for Admission）等が含まれる。デ

ィスカバリーの対象となる文書・情報には，訴

訟に関連する一切の文書及び情報が，形式を問

わず含まれる。ディスカバリーの範囲や手続等

については，例えば連邦民事訴訟規則

（Federal Rules of Civil Procedure（FRCP））

に規定されている。FRCPは，2006年12月１日

に改正され，原則として電子的な情報を紙ベー

2 ．Ｅディスカバリー手続の概要
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スの文書と同様に扱うことを明確にするととも

に，電子データの取り扱いに関する特別な規定１）

も設けられるに至った。

まずここでは，特許侵害訴訟におけるＥディ

スカバリー対応とはどのようなものなのか，大

まかなイメージをつかむことを目的に，米国の

特許訴訟を例にとって，文書提出に関するごく

一般的な一連の手続の流れについて説明する。

ここでは，ある日本企業（「Ａ社」）が，米国

企業より，連邦地方裁判所に特許侵害の疑いで

提訴されたと仮定する。

① Ａ社は，米国訴訟弁護士と協議し，訴訟の

内容に関連する部署（例えば，侵害被疑製品の

製造や販売に関わった部署など），関係者を特定

した上で，関係者すべてに訴訟ホールド

（Litigation Hold）を指示する。即ち，文書保全

通知の発行により，訴訟内容に関連する一切の

書類の保全（削除及び変更の禁止）を指示する。

② Ａ社は，訴訟内容に関連する重要文書を

保有している可能性の高い「キーパーソン」を

特定し，キーパーソンが保有する電子データを

保全する手続をとる２）。

③ 訴状が提出されてから数ヶ月後，原告から

Ａ社に対し，最初の文書提出要請（Requests

for Production of Documents）が送られてくる。

一般的に，このような文書提出要請では，争点

となっているＡ社の被疑製品に関連する非常に

広範囲な文書の提出が要求される。

④ Ａ社は要求に対して書面で応答及び異議

（Responses and Objections）を提出した上で，

原告の弁護士と面会協議（Meet and Confer）

を行い，開示対象となる文書の範囲やその提出

方法等について協議する。

⑤ ④の協議によってディスカバリーの範囲

が定まると，それを基に，提出の為の文書収集

が行われる。

2．1 Ｅディスカバリー手続の基本的な流れ

⑥ Ａ社の弁護士は，収集された文書をデー

タベース上で閲覧・検索可能な状態にするよ

う，外部のＥディスカバリー専門業者を雇い，

文書データの処理を依頼する。

⑦ Ａ社の弁護士は，収集・処理された関連

文書をレビューし，その中から，相手方の文書

提出要請に応答する内容の文書を選別する。そ

して，これら応答文書の中から，秘匿特権が及

ばない文書（non-privileged responsive docu-

ments）を相手方に提出する３）。

紙文書によるディスカバリーと，Ｅディスカ

バリーとの間の重要な違いとして，主に次の３

つが挙げられる。

① 莫大な量のデータ：紙で保管されている

文書に比べ，電子文書の数は莫大であるため，

文書データの処理とレビューに多大な時間とコ

ストがかかる。

② 毀棄（Spoliation）の問題：電子文書の場

合，企業内コンピュータシステムの自動アップ

デート機能・自動削除機能，若しくは従業員に

よるPCの紛失等により，訴訟関連文書が，誤っ

て破棄，変更されてしまうリスクがより高い。

③ メタデータの問題：電子文書には，文書

の内容のデータの他に，文書の作成者，保存場

所，ファイルサイズ，ファイル名，出所，文書

履歴等の，文書ファイルそのものに関する情報

が含まれている。これらの情報は，「メタデー

タ」と呼ばれる。メタデータは，不用意なデー

タ操作で容易に変わってしまうため，取り扱い

には十分注意する必要がある。（文書データを

裁判で証拠として採用する場合，証拠内容がデ

ィスカバリー中のデータ処理の過程において改

ざんされていないことを証明しなければならな

い場合もある。）

2．2 従来のペーパーディスカバリーとＥ
ディスカバリーとの違い
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Ｅディスカバリーにおいて，データの不注意

な取り扱い，及び誤った取り扱いをした場合に，

どのようなことが起こるかについては，すでに

多くの文献で語られている。実際，Ｅディスカ

バリー対応に不備があった企業に対しては，裁

判所により厳しい制裁措置が取られており，Ｅ

ディスカバリーにおけるデータ取り扱いに細心

の注意を払う必要があることには議論の余地は

ない４）。

また同時に，Ｅディスカバリーに要する費用

は急増の一途を辿っている。AIPLA（米国知

的財産権法協会）の統計によると，特許訴訟全

体の費用のうち，約６割はディスカバリー終了

までに発生する費用であるとされている。中規

模の特許訴訟（損害賠償リスクが100万から

2,500万ドル）の場合，ディスカバリー終了ま

でに掛かる費用は平均150万ドルを超えるとさ

れており，さらに，大規模な特許訴訟（損害賠

償リスクが2,500万ドル以上）においては，デ

ィスカバリー終了までに平均330万ドルもの費

用を要する５）。

ディスカバリー終了時点までに発生する費用

のうち，一般的に，ドキュメントレビュー（レ

ビューのためのデータ収集・処理を含む）に最

も多くの費用が掛かり，訴訟費用全体の３割以

上を占めるともいわれている。即ちこれは，大

規模特許訴訟の場合，ドキュメントレビューの

費用だけで100万ドルを超えてしまうことがあ

りうるということを意味している。それは同時

に，Ｅディスカバリーに効果的に対応すること

により，大幅なコスト削減の余地があることを

示唆しているに他ならない。

以上の点を踏まえ，ここでは，Ｅディスカバ

リーにおける効果的な対応として最も重要と思

われる４つのポイントについて解説する。

3 ．Ｅディスカバリーを，効率的に，
かつ効果的に運営する方法

Ｅディスカバリーにおいては，数十から数百

ギガといった膨大なデータ量を取り扱わなけれ

ばならないのが常である。従って，相手方から

文書提出要請が来てから対応するのでは遅いと

考えるべきである。管轄裁判地区によっても差

異はあるが，ディスカバリー手続は，思いの他

速く進むものである６）。相手方からの文書提出

要請を待ってから行動を起こすのではなく，訴

訟が開始された時点で早期に文書収集に着手す

べきである。電子文書を含め膨大な量の文書収

集作業を，相手方と文書提出の範囲について合

意が成立するまで開始しなかったがために，文

書提出期限までの時間が足りなくなってしまう

という事例は，実際にも起きている。期限が差

し迫った状況下，限られた時間内でディスカバ

リー手続を行うと，費用の増加，レビュー中の

ミスの発生といった問題に繋がる可能性も高い。

従って，訴訟開始直後にまず，相手方から提

出要請があると考えられる文書の種類，範囲に

ついて，弁護士と協議するべきである。

次に，その協議の結果導き出された情報を基

に，弁護士は，実際に文書収集を開始する前に，

訴訟に関連して最も重要と考えられる関係者

（キーパーソン）を特定し，そのキーパーソン

へのインタビューを行う。これによって弁護士

はどのような文書が存在するのかを割り出すこ

とができ，更にはそれらを収集・提出するため

にはどれほどの時間や費用が掛かるかを判断す

ることが出来る。

その上で，それまでに得た情報を基に，弁護

士と共に相手方から要求されるであろう文書一

式を分類する。分類方法としては，「カテゴリ

ーＡ：要求があれば提出する文書」，「カテゴリ

ーＢ：相手方に強く要求された場合にのみ提出

する文書」，及び「カテゴリーＣ：裁判所が命

令した場合にのみ提出する文書」とする。この

3．1 早期の重要文書の選別
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選別作業が，Ｅディスカバリー手続の時間・費

用の効率化に深く関わってくる。つまり，要求

された広範囲の文書について，ただ闇雲に収集を

行うのではなく，言わば関連文書の重要度に従っ

て優先順位を付けることが肝要なのである。

収集文書を上記カテゴリーＡ～Ｃのそれぞれ

に選別するには，具体的にどのような方法があ

るのか，以下に例を挙げて説明する。

まず，相手方が要求するであろうと予想され

る文書提出要請が，「被疑製品の開発とオペレ

ーションに関連する一切の文書（All docu-

ments relating to the development and opera-

tion of the Accused Products）」であると仮定

する。この場合の被疑製品とは，「被告が米国

において販売している，又は販売したことのあ

るテレビ製品及びその他の類似製品の一切」と

広く定義されるものとする。

被告は，このような文書提出要請が出された

場合，少なくとも，「訴訟対象特許クレームに

関連する被疑製品のオペレーションを示すのに

十分な文書」（documents“sufficient to show”）

を提出する必要がある。このような文書は，上

記の分類では，カテゴリーＡの文書に該当し，

提出要求の是非を争わずして提出すべき文書で

ある。「被疑製品のオペレーションを示すのに

十分な文書」の場合，何をもって「十分」とす

るかは，文書を提出する側が判断できることな

ので，提出文書の量をかなり限定することが可

能となる。さらに，係る文書は訴訟全体のリス

クを分析する上で最も重要な文書であり，その

内容如何によって早期和解が得策であるか否か

といった判断にも関わってくる。

上記のように提出文書の範囲を限定しても，

残りの文書の提出を相手方が強く要求してくる

場合は，文書を追加提出する必要が出てくる可

能性がある。これが，上記分類のカテゴリーＢ

に該当するが，その場合，「訴訟対象クレーム

に関連する被疑製品のオペレーションに係る一

切の文書」として，より広い範囲の文書を提出

することが考えられる。

カテゴリーＣの文書は，裁判所からの命令が

あるまでは提出を拒むべき文書であり，例えば，

文書提出要請の文言通りの「被疑製品の開発とオ

ペレーションに関連する一切の文書」である。実

際，裁判所がここまで広い範囲の文書提出を命令

することは考えにくい。しかし，最終的にどこま

での範囲の文書を提出しなければならないかは，

相手方と協議し，合意できなければ，裁判所の判

断を仰ぐまで分からないケースが多い。

訴訟において最も重要なのは，上記カテゴリ

ーＡに該当する文書である。カテゴリーＡに該

当する文書は分量としては限られているが，こ

れらの文書を早期に特定することで，精度の高

いリスク分析が出来るようになり，このことが

時間・費用の効率化に繋がる。

ディスカバリーを行うにあたっては，訴訟に

おいて当方の主張を立証するため，又は相手方

の主張を反証するためには，どの様な文書を提

出すべきかについて常に考えることが肝要とな

る。何十万ページもの文書がディスカバリーで

提出されたとしても，実際のトライアル（正式

事実審理）において証拠として採用されるのは，

ごく少数の文書のみである。従って，トライア

ル本番で，どのような文書がどのように使用さ

れるのかを想定しながら文書収集等を行うこと

が，効率的かつ効果的なディスカバリーを実現

するために最も重要な鍵となる。

Ｅディスカバリーの費用的・時間的負担を軽

減する方法の一つとして，収集した文書に対し

てキーワード検索が用いられることがある。キ

ーワード検索をすることにより，文書の量を絞

り込むことができ，それによってレビューしな

ければならない文書の量を減らすことが出来

る。的確なキーワード検索を活用することによ

3．2 キーワード検索の効果的な使用
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り，Ｅディスカバリーに掛かる時間及び費用を

抑えることができるわけである。

近年，米国裁判所は，キーワード検索を用い

て提出文書を抽出する方法を支持する判例を

次々と出している７）。電子データが普及し，そ

れに伴って文書の量が増加の一途を辿る状況下

で，関連すると考えられる全ての文書一つ一つ

に目を通すといった従来のやり方は，もはや現

実的ではないことを裁判所も理解しているので

ある。よって，検討しなければならないのは，

もはやキーワード検索の利用可否ではなく，キ

ーワード検索で使用される用語の内容及び選択

方法なのである。

検索用語の選択・決定方法としては，片方の

当事者が一方的に決める方法と，双方当事者が

合意して決める方法とがある。

（1）一方当事者による独自選出

当事者の一方が独自に選出・決定した用語を

使用して自らが提出する関連文書を抽出する場

合，裁判所は，選択された検索用語の是非につ

いて「妥当性」（Reasonableness）を基準に判

断する８）。

何をもって妥当と見做すかについては，ケー

ス・バイ・ケースとなる。実際，ディスカバリ

ー工程の初期の段階で，最終的にどのような文

書を提出すればよいのかについて決めることは

非常に困難である。（仮にそうしようとすると，

漏れなく網羅しようとするあまり，必要以上に

広範囲な検索用語を用いることとなり，検索を

行うことのメリットそのものが半減してしま

う。）従って，検索用語もディスカバリーの初

期の段階で一度に確定的に決めてしまうのでは

なく，ディスカバリーを進める過程で用語を修

正するなり拡張するなりして，検索用語を調整

していく必要がある９）。例えば，検索結果をレ

ビューしていくうちに，社内の一部の人間が，

ある対象製品に関して特別なコードネームを付

けて話し合っているメールを見つけた場合は，

そのコードネームをキーワードとして追加する

必要が出てくる。

（2）当事者同意の下での検索

以上のように，検索用語の決定は一方の当事

者の独断で行うことも出来るが，相手方との合

意又は裁判所の指示の下に決定する方法もあ

る。相手方と合意した検索用語を使用すれば，

後々，両当事者間で検索用語を巡ってトラブル

が発生するリスクを軽減できるため，可能であ

れば合意を取り付けることをお勧めする。しか

し，例えば，個人対大企業の訴訟といった場合

のように，当事者双方が有する書類の量が不均

衡な場合等，同意を取り付けるのが困難なケー

スが多いのも事実である。

ここでは，Ｅディスカバリーを効率良く進め

る上で，ディスカバリー作業の適切な分担を見

い出すことの重要性について説明する。

例えば，対象製品の作用・機能（Operation）

等を示すのに「十分な」文書を提出することに

同意する場合，知財担当者と技術者との間で十

分かつ慎重な討議を重ねた上で，関連文書を特

定していくことが必要となる。係る工程を経な

いまま，社外弁護士に文書の山を渡し，弁護士

に関連文書の特定を任せることは，無駄に費用

と時間を掛けることになり兼ねない。更に言う

と，費用と時間を掛けたからと言って，必ずし

もそれに比例した結果が生じるとは限らないの

である。

従って，関連文書の絞り込み，及び提出書類

選出のためのレビューをどの様に行うのが最も

効果的であるかについて，早い段階で，Ｅディ

スカバリーに精通した弁護士とじっくり相談す

ることが重要となる。

相手方の文書提出要請に応答する文書であっ

3．3 ディスカバリー作業の適切な分担
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ても，秘匿特権が適用される文書については提

出する義務がないことについては上述した。そ

こで，応答文書を選出した後は，弁護士・依頼

者間の秘匿特権（Attorney-Client Privilege）

が適用される文書があるかどうか，チェックを

する必要がある。秘匿特権のレビューに関して

は，弁護士が行うことが望ましい。これは，以

下のような理由による。

秘匿特権は，米国の連邦証拠法において規定

されているが，この連邦証拠法が2008年９月に

改正され，新規に502条が策定された。502条で

は，不注意によって弁護士秘匿特権事項を開示し

た場合でも，秘匿特権の保持者が開示を防ぐため

に妥当な手段を講じていた場合，その開示は特権

の放棄とは見做されない旨規定されている。

同改正以前は，どのような場合に弁護士秘匿

特権の放棄（waiver）と見做されるかについ

ての線引きが曖昧であった。そのため，秘匿特

権放棄となるリスクを恐れて，弁護士秘匿特権

事項の漏れがないよう，当事者双方とも，文書

提出前に弁護士に一つ一つの文書をレビューさ

せていた。これにより膨大なレビュー作業が必

要となり，膨大な費用増加に繋がっていたが，

一旦秘匿特権放棄となってしまうと，訴訟進行

上様々な問題を引き起こす為，明確な規定がな

い状況では，多くの時間と費用を割かざるを得

なかったのである。

この状況に鑑み，502条は，ディスカバリー

費用の増加に歯止めをかけるべく，どのような

場合に弁護士秘匿特権が放棄されたと見做さ

れ，どのような場合には放棄されたと見做され

ないのかを明確に規定したのである。

502条は，誤った開示があった場合でも，開

示を防ぐための手段と誤りを是正するための手

段が妥当（Reasonable）であれば，特権放棄

とは見做さないとし，その場合，相手方に秘匿

特権事項が含まれている書類が渡ってしまって

いても，秘匿特権を放棄することなくその書類

を返還して貰うことが可能となる。

しかし，具体的に何をもって妥当な手段とす

るかについては，まだ502条制定から日が浅く，

判例が少ないため，確定的なことは言えない。

そのため，現段階では，妥当性の要件を安全に

満たすためには，秘匿特権のレビューは弁護士

が行うことが望ましいと考えるべきであろう。

これらの点を考慮しながら，特別な注意を要

する秘匿特権が適用されうる文書以外はどの作

業を誰が行うのかについて，事件を担当する社

外弁護士と十分に時間をかけて検討すること

が，Ｅディスカバリーを効果的かつ効率的に行

うことに繋がると考えられる。

Ｅディスカバリーにおける膨大な電子データ

を使用・管理する上では，Ｅディスカバリー業

者を使うことが不可欠となる。彼らは電子文書

の収集・保管のみならず，キーワード検索，レ

ビューを補助するためのソフトウェア等も提供

している。当然，このようなＥディスカバリー

業者のサービスにも費用が発生する。

Ｅディスカバリー業者は，通常，処理するデ

ータの量に応じて請求金額を決定する。その結

果，ギガバイトごとの追加費用が数千ドルを超

えることもある。文書を閲覧出来る形にするた

めのデータ処理の費用や，データベースに文書

データをアップロードするための費用，ユーザ

ーがオンラインで文書を閲覧するためのホステ

ィング費用，特定のタイプのファイルをより分

けるため（例えば特定の拡張子のファイルは提

出不要という合意がある場合など）にデータに

フィルターをかける費用等も発生する。そして

その費用体系は業者によって様々である。

以上の点からも，文書データ処理を業者に依

頼する前に文書を選別しておくことがいかに重

要かということがお分かり戴けると思う。選別

3．4 Ｅディスカバリー業者に処理を依頼
するデータを厳選
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をすることにより，データ処理のための費用や

データベースの維持費が抑えられる他，データ

ベース上での検索速度も速くなるといったメリ

ットが得られる。

データの量を抑えるための具体的手法として

は，ファイルタイプによってフィルターをかけ，

プログラムファイルのような非文書データや重

複文書を排除し，データベース上にアップロー

ドしないようにする，そして上記で述べたよう

に，重要度の高い文書から収集する，キーワー

ド検索で絞り込む等の方法が挙げられる。なお，

日本企業がＥディスカバリー業者を選ぶにあた

って，日本語文書の検索が可能な業者を選択す

ることが不可欠であるが，最近では，日本企業

のニーズが増えたこともあり，日本語対応可能

な業者も増えている。

ここ数年，Ｅディスカバリーをめぐる状況は

大きく変化している。何より従来のペーパーデ

ィスカバリーとは比べ物にならない程の膨大な

情報量を扱わなければならない訳であるから，

従前のやり方では，作業に時間がかかり過ぎた

り，必要以上にコストが掛かってしまう。また

その結果，訴訟の進行に悪影響を与えることに

も繋がりかねず，戦略的見地からも，効果的な

ディスカバリー対応の検討が望まれる。

本稿では，米国訴訟の実務に日々携わってい

る者として，Ｅディスカバリーのあり方につい

て具体例を挙げ，筆者の考察を述べた。本稿が，

少しでも，効果的なＥディスカバリー対応の実

務上の指針になれば幸いである。

4 ．おわりに

注　記

1） Ｅディスカバリー関連の条文として，主に次の

４つが挙げられる。まず改正された条文として，

文書提出の形式について規定したFRCP34（b）

と，訴訟初期段階のディスカバリー協議につい

て規定したFRCP26（f）とがある。新たに設けら

れた条文としては，「合理的にアクセスできない」

とされるデータの扱いについて規定した

FRCP26（b）（2）（B）と，データ破棄に関するセ

ーフハーバーについて規定したFRCP37（f）とが

ある。

2） キーパーソンの具体的な特定方法と電子データ

の保全方法については，『米国訴訟における初動

対応』（知財管理Vol.58 No.2 2008 一色太郎）

を参照。

3） 通常の特許訴訟では，保護命令（Protective

Order）が出され，提出される文書のうち機密

性が高いものは，相手方弁護士のみが見ること

ができるようにし，相手方当事者は見ることが

できないようにすることが可能である。

4） 判例については，『米国訴訟における初動対応』

（知財管理Vol.58 No.2 2008 一色太郎）を参照。

5） AIPLA Law Practice Management Committee

Report of the Economic Survey I-90-I-91

（AIPLA 2007）

6） 管轄区によってそのスピードは大きく異なるが，

例えば最も早いペースで進むとされるバージニ

ア東部地区連邦裁判所（Eastern District of

Virginia）では，訴状が提出されてからディス

カバリー終了期日まで，わずか６ヶ月余りの場

合もある。

7） Treppel v. Biovail Corp., 233 F.R.D. 363（S.D.N.Y.

2006）．当事者の一方が独自に選出・決定した用

語を使用して提出すべき関連文書を抽出するこ

とに対して，裁判所が一定の理解を示した判例。

8） Victor Stanley, Inc. v. Creative Pipe, Inc., 250

F.R.D. 251（D. Md. 2008）.

9） ClearOne Communications, Inc. v. Chiang, 2008

WL 920336（D. Utah 2008）.

（原稿受領日　2009年１月23日）
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